
滝沢市国民健康保険事業財政調整基金条例の一部改正について  

第１ 改正の趣旨  

持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律（  

平成２７年法律第３１号）の施行により、平成３０年度から都道府県が財政運営の責任

主体として国民健康保険の安定的な財政運営や効率的な事業の確保等、国保運営の中心

的な役割を担うことに伴い、保険給付に係る枠組みについても大規模な制度の改変がな

されることとなった。  

この制度の変更にあわせて、滝沢市国民健康保険事業財政調整基金から充当すべき使

途にも変更が生じることから、滝沢市国民健康保険事業財政調整基金条例の一部を改正

するものである。  

第２ 改正内容  

（１）「保険給付費及び保健事業の推進に要する経費」に充当することとしている基金

の使途を「国民健康保険事業費納付金及び保健事業費」に充当することへと改め

る。（第１条関係）  

第３ 施行期日等  

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。  

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

参考：基金から充当すべき使途の変更概要  

（※文中の①から６までの表記は、「４  予算歳出科目の変更」に対応しています。） 

１ 基金の設置及び使途の制限等  

国民健康保険事業財政調整基金の使途（財源充当先）は、上位法令にその定め（制限）

はなく、本条例において使途を定めているものである。  

２ 現行規定における基金の使途  

現在、基金の財源充当先は、条例第１条において「①保険給付費」、「②後期高齢者

支援金」、「③介護納付金」、「④保健事業の推進に要する経費（保健事業費）」と規

定されており、国民健康保険特別会計においても同様の歳出科目が設定されている。  

３ 基金から充当すべき使途の変更概要及び条例の改正について  

（１）保険給付費  

平成３０年度以降においても予算科目としては変更ないものの、県から交付される  

「⑤保険給付費等交付金」により全額が賄われることとなり、市の基金からの充当は今

後不要となる。  

【⇒条例の規定において「保険給付費」との表現を改める必要がある。】  
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（２）後期高齢者支援金及び介護納付金（現行条例において保険給付費に含むものとして

規定）  

平成３０年度以降は、それらを含めて国民健康保険法法第７５条の７に規定（平成

３０年４月１日施行）する「⑥国民健康保険事業費納付金」として市の負担分を県に

支出することとなる。  

本市としては、引き続き健全な財政運営を図る観点から、「⑥国民健康保険事業費

納付金」については、基金から財源充当が可能となるよう条例の改正をするものであ

る。  

  【⇒「国民健康保険事業納付金」に対して基金からの財源充当が可能となるよう改め

る必要あり。】  

（３）保険事業の推進に要する経費  

平成３０年度以降も基金からの財源充当を可能とする。また、「保健事業の推進に

要する経費」との表記については、「⑥国民健康保険事業費納付金」と表現を統一す

るため予算科目上の「保健事業費」とする。  

  【⇒「保険事業の推進に要する経費」を「保健事業費」に改める。】  

４ 予算歳出科目の変更  

  制度の改変に伴い変更となる予算科目は次のとおり  

議題第４号関係  

【平成３０年度：歳出科目】  

１款  総務費  

２款  ①保険給付費

３款  ⑥国民健康保険事業費納付金←新設

４款  共同事業拠出金  

５款  ④保健事業費

６款  基金積立金  

７款  公債費  

８款  諸支出金  

９款  予備費  

【平成２９年度：歳出科目】  

１款  総務費  

２款  ①保険給付費

３款  ②後期高齢者支援金⇒廃止

４款  前期高齢者納付金  

５款  老人保健拠出金  

６款  ③介護納付金⇒廃止

７款  共同事業拠出金  

８款  ④保健事業費

９款  基金積立金  

１０款  公債費  

１１款  諸支出金  

１２款  予備費  

後期高齢者支援金  

介護納付金  

岩手県  

⑤
保
険
給
付
費
等
交
付
金

社会保険診療報酬支払基金  社会保険診療報酬支払基金  
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滝沢市国民健康保険事業財政調整基金条例の一部を改正する条例  

滝沢市国民健康保険事業財政調整基金条例（平成１１年滝沢村条例第１号）の一部を次

のように改正する。  

第１条中「保険給付費（高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）

の規定による後期高齢者支援金及び介護保険法（平成９年法律第１２３号）の規定による

介護納付金を含む。）及び保健事業の推進に要する経費」を「国民健康保険事業費納付金

及び保健事業費」に改める。  

附 則 

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。  

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

滝沢市国民健康保険事業財政調整基金条例の一部を改正する条例新旧対照表

現 行 改 正  後 

（設置）  （設置）  

第１条 滝沢市国民健康保険の保険給付費（  

高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５

７年法律第８０号）の規定による後期高齢

者支援金及び介護保険法（平成９年法律第

１２３号）の規定による介護納付金を含む  

。）及び保健事業の推進に要する経費に不

足を生じた場合の財源に充てるため、滝沢

市国民健康保険事業財政調整基金（以下「  

基金」という。）を設置する。  

第１条 滝沢市国民健康保険の国民健康保険

事業費納付金及び保健事業費  

  に不

 足を生じた場合の財源に充てるため、滝沢

 市国民健康保険事業財政調整基金（以下「  

基金」という。）を設置する。  
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○滝沢市国民健康保険事業財政調整基金条例【現行】

滝沢村国民健康保険特別会計事業勘定基金の設置、管理及び処分に関する条例（昭和４

３年滝沢村条例第１８号）の全部を改正する。  

（設置）  

第１条 滝沢市国民健康保険の保険給付費（高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７

年法律第８０号）の規定による後期高齢者支援金及び介護保険法（平成９年法律第１２

３号）の規定による介護納付金を含む。）及び保健事業の推進に要する経費に不足を生

じた場合の財源に充てるため、滝沢市国民健康保険事業財政調整基金（以下「基金」と

いう。）を設置する。  

（積立て）  

第２条 基金として積み立てる額は、毎年度国民健康保険特別会計事業勘定（以下「国保

特別会計」という。）歳入歳出予算で定める。  

（管理）  

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保

管しなければならない。 

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代えることができ

る。 

（運用益金の処理）  

第４条 基金の運用から生ずる収益（以下「運用益金」という。）は、国保特別会計歳入

歳出予算に計上して、この基金に編入するものとする。ただし、運用益金を保健事業費

に充てる場合には、この限りでない。  

（繰替運用）  

第５条  市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率

を定めて基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができる。

（委任）  

第６条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。  

附 則（平成１３年３月２６日条例第７号）  

この条例は、平成１３年４月１日から施行する。  

附 則（平成２０年３月２６日条例第４号）  

この条例は、平成２０年４月１日から施行する。  

附 則（平成２５年１２月１３日条例第４９号抄）  

（施行期日）  

１ この条例は、平成２６年１月１日から施行する。  

附 則（平成２５年１２月１３日条例第５０号）  

この条例は、平成２６年１月１日から施行する。  
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